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1. 目的と概要
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 現行の科学技術・イノベーション基本計画（第６期基本計画）は、2021年度から2025年度までの

5年間の計画であり、2026年度からは第７期基本計画が開始となる予定である。

 2024年12月から総合科学技術・イノベーション会議基本計画専門調査会を設置し、第７期基本計

画の策定に向けた検討を開始している。また、総合科学技術・イノベーション会議評価専門調査会

のもと、内閣府では、第６期基本計画を着実に推進するため、その進捗状況の把握、評価を実施し

ている。これらの取組・検討に資することを目的として、以下の業務を実施する。

 第７期基本計画の策定に関する調査・分析

 第７期基本計画で設定する目標値・指標に関する調査

 統合イノベーション戦略に関する支援

 第６期基本計画の目標値・指標に関するモニタリングに関する調査

 調査会等の開催支援

目的と概要

1．目的と概要
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 2.1 第７期基本計画の策定に関する調査・分析

 2.2 意見募集において提出された意見の整理・分析

2. 第７期基本計画の策定に関する調査・分析
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（注）第3回（2025/09/16開催）、第5回（2025/10/28開催）は当社作成資料が用いられていなかったため省略。

全体像

2. 第７期基本計画の策定に関する調査・分析

第1回 2025/07/22開催
（重要技術領域を巡る動向他）

討議資料パーツの作成

①総合科学技術・イノベーション会議 基本計画専門調査会の検討支援（討議資料素材の提供）

②総合科学技術・イノベーション会議 基本計画専門調査会 重要技術領域検討ワーキンググループの検討支援（注）

第7回 2025/06/19開催
（中間取りまとめ）

※討議資料パーツの作成無

第６回 2025/05/22開催
（グローバル戦略の在り方）

討議資料パーツの作成

第５回 2025/04/25開催
（イノベーション力の向上）

討議資料パーツの作成

第2回 2025/09/01開催
（技術領域の俯瞰分析他）

討議資料パーツの作成

第4回 2025/10/02開催
（重要技術領域について他）

討議資料パーツの作成
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出所：標記調査回資料より抜粋

基本計画専門調査会（第5回）検討資料パーツの作成（例）

2.1 第７期基本計画の策定に関する調査・分析

 イノベーション・エコシステムの構造や、大学・国立研究開発法人、スタートアップ・VC、事業会社そ

れぞれのイノベーション・エコシステムを巡る主な課題と論点（案）について素材を提供した。
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出所：標記調査回資料より抜粋

基本計画専門調査会（第6回）検討資料パーツの作成（例）

2.1 第７期基本計画の策定に関する調査・分析

 科学技術・イノベーション政策におけるグローバル戦略の全体像や、グローバル戦略からみた科学

技術・イノベーション政策の課題と論点（案）について素材を内閣府に提供した。
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重要技術領域検討ワーキンググループの論点素材等の提供

2.1 第７期基本計画の策定に関する調査・分析

 重要技術領域検討ワーキンググループの議論の論点に係る以下のデータを提供した。

実施項目 実施内容

スタートアップ投資動向

重点技術領域を検討する参考情報の一つとして世界のVC（ベンチャーキャピタル）が注目する技術領域を
抽出した。
データベース「Crunchbase」を用いて領域別の投資件数の推移を集計し、件数と増加率をもとに萌芽
領域/新興領域/ホット領域/安定領域に分け、内閣府にデータを提供した。

諸領域の市場規模

重点技術領域を検討する参考情報の一つとして、AI・ロボティクス、量子、半導体・通信、バイオ・ヘルスケ
ア、宇宙、環境・エネルギー、航空、海洋、資源、モビリティなど諸領域の将来市場規模並びに成長率の整理
を行った。無償公開されている各種市場調査会社のレポート、政府機関レポートなどから、現在/将来市場
規模に関連する情報を収集し、将来市場規模、年平均成長率（CAGR）の整理を行った。

諸外国の重点技術領域の整理・分析

重点技術領域を検討する際の参考情報として、主要国・地域（米、中、EU、英、仏、独、韓、豪）における重
要技術領域の調査を行った。
具体的には、各国・地域における重要技術領域の検討主体、検討プロセス、重要技術領域の選定基準およ
び重要技術領域について調査し、各国・地域ごとに個票に整理するとともに、主要国・地域で共通して選
定されている分野、個別技術領域に差がある分野、国・地域により選定分野・個別技術領域ともに差があ
る分野に分けて整理し、比較・分析を行った。

諸外国の重点技術領域の整理・分析
世界の技術潮流を産業界の視点から把握するため、McKinsey ＆ Company「Technology 
Trends Outlook 2025」（2025年7月）を基に、13の最先端技術トレンドを整理した。
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出所：標記WG資料より抜粋

重要技術領域検討ワーキンググループの論点素材等の提供

2.1 第７期基本計画の策定に関する調査・分析

 諸外国の重点技術領域と選定基準（まとめ表）
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出所：標記WG資料より抜粋

重要技術領域検討ワーキンググループの論点素材等の提供

2.1 第７期基本計画の策定に関する調査・分析

 諸外国の重点技術領域と選定基準（まとめ表）及び世界の技術潮流
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出所：標記WG資料より抜粋

重要技術領域検討ワーキンググループの論点素材等の提供

2.1 第７期基本計画の策定に関する調査・分析

 諸領域の将来市場規模並びに成長率
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出所：標記WG資料より抜粋

諸外国の科学技術・イノベーションに係る国家・社会像の整理・分析

2.1 第７期基本計画の策定に関する調査・分析

 諸外国および国内の科学技術イノベーション戦略文書における「目指す社会像」「科学技術立国の

姿」についての記述ぶりを調査
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意見募集において提出された意見の整理・分析

2.2 意見募集において提出された意見の整理・分析s

 「第７期科学技術・イノベーション基本計画（答申素案）」に関して、内閣府が実施した意見募集にお

いて提出された意見の整理・分析を行った。
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 3.1 基本計画で設定する目標値・指標に関する調査

 3.2 日本及び諸外国における研究開発投資目標

3. 第７期基本計画で設定する目標値・指標に関する

調査
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全体像

3.1 基本計画で設定する目標値・指標に関する調査

 第７期基本計画における目標の設定、EBPM をより適切に行うために、必要となる計画の進捗状

況を把握するための体系的な指標等に関する調査を行い、とりまとめた。

 ロジックチャートを整理し、それを元にロングリストとして指標候補リストを作成した。この指標候
補から絞り込みを行い、目標値・指標案としてとりまとめた。

 なお、検討は基本計画自体の検討と並行して実施したため、主に基本計画専門調査会（第9回）資
料「第7期「科学技術・イノベーション基本計画」の論点（案）」に基づいて行っている。

2) 指標候補（ロングリスト）の作成1) ロジックチャートの整理

目標値･指標（案）の検討･とりまとめ

3) 目標・指標（案）の整理
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ロジックチャートの整理（アカデミアの研究力を向上させる）

3.1 基本計画で設定する目標値・指標に関する調査

大目的

国
民
の
安
全
と
安
心
を
確
保
す
る

持
続
可
能
で
強
靱
な
社
会

プログラム

研究インフラの共用化促進

学術研究・基礎研究の充実（資金）

研究者の海外からの受入・海外への派遣促進

海外留学支援

ア
カ
デ
ミ
ア
の
研
究
力
を
向
上
さ
せ
る

研究の生産性の向上

長期アウトカム1

研究の多様性の促進

長期アウトカム2

一
人
ひ
と
り
の
多
様
な
幸
せ
が

実
現
す
る
社
会

大学のマネジメント改革

国際共同研究の推進

研究時間の増加

長期アウトカム4

研究の国際性の向上

長期アウトカム3

研究人材の高度化・多様
化

長期アウトカム6

研究人材の増加

長期アウトカム5

国研のマネジメント改革

研究活動のDX（含むAI）

研究支援人材の拡充

初等・中等段階からの科学技術人材の育成

大学・大学院における教育研究活動の充実・
強化

①未来の礎となる「科学」の再興

6.大学研究力強化に向けた機能強化

6.国立研究開発法人

6.研究力強化に向けた対応

2.次世代の科学技術人材育成の強化

2.研究開発マネジメント人材
の育成・確保・活躍促進

2.博士人材の育成・確保・活躍促進

6.世界で競い成長する大学へ
の集中支援・産学連携支援

1.研究機器・設備共用・高度化の推進

1.研究を支える公的研究資金の在り方等

1.若手研究者の挑戦的な研究への後押し

9.基盤的経費の確保

2.優れた研究者の育成・確保・活躍促進

2.産学で活躍する技術者の育成・確保

④With AI時代の新しい科学研究
（AI for Science）の追求

3.AI駆動型研究開発の強化

3.自動・自立・遠隔化による研究
データ創出・活用の高効率化3.情報通信基盤の強化

3.世界を先導する戦略的な産学・国際連携

9.官民の研究開発投資

5つの方向性から各論見出しの1つ下のレベルから

8.科学のための戦略的な国際連携・協調の展開

2.戦略的な国際頭脳循環の展開

他のチャートと重複するものあり
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ロジックチャートの整理（イノベーションを創出する）

3.1 基本計画で設定する目標値・指標に関する調査

大目的

国
民
の
安
全
と
安
心
を
確
保
す
る

持
続
可
能
で
強
靱
な
社
会公的調達

スタートアップへの投資の拡大（カネ）

起業人材・経営人材の育成・調達・配置（ヒト）

大学発ベンチャー創業支援

地域イノベーションの推進

イノベーションに向けた研究開発支援（カネ）

イノベーション人材の育成・活用支援（ヒト）

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
創
出
す
る

スタートアップの創出と
成長

長期アウトカム1

成熟企業（事業会社）か
らの新事業・新サービス

長期アウトカム2

新市場における
需要創出

長期アウトカム3

一
人
ひ
と
り
の
多
様
な
幸
せ
が

実
現
す
る
社
会

イノベーション経営の普及

公共分野でのイノベーション促進

市場形成・普及に向けた制度・規制改革

社会受容性の涵養・ライフスタイルの変容促進

スタートアップのグローバル展開支援

プログラム

イノベーションに向けた活動支援

重要技術領域への重点支援

4.重要技術領域の選定

4.研究拠点

4.人材育成

4.スタートアップ支援

4.標準化

7.グローバル・エコシステムとの連結強化

7.地域イノベーションの推進

7.知財・国際標準化戦略の推進

7.グローバル・スタートアップ・キャンパ
ス構想の推進

4.研究開発投資インセンティブの重点化

7.社会実装に向けたミッ
ション指向型支援の推進

7.スタートアップの創出・成長・グローバ
ル化の推進

2.次世代の科学技術人材育成の強化

2.博士人材の育成・確保・活躍促進

②戦略的に重要な技術領域を策定し、
産業化に向けて一気通貫支援

9.官民の研究開発投資

9. CSTIの司令塔機能の強化
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ロジックチャートの整理（STI政策と国家安全保障政策との有機的な連携）

3.1 基本計画で設定する目標値・指標に関する調査

大目的

国
民
の
安
全
と
安
心
を
確
保
す
る

持
続
可
能
で
強
靱
な
社
会

研究資材の確保に向けた研究開発推進
S

T
I

政
策
と
国
家
安
全
保
障
政
策
と
の
有
機
的
な
連
携

経済安全保障政策推進
に向けたSTI政策の展開

長期アウトカム1

STI政策推進に向けた経
済安全保障政策の展開

長期アウトカム2

一
人
ひ
と
り
の
多
様
な
幸
せ
が

実
現
す
る
社
会

研究資材の確保に向けた人材育成

研究資材確保に向けた連携促進

重要な研究領域における研究開発促進

重要な研究領域における人材育成

研究開発促進に向けた国際共同研究拠点誘
致

重要な研究領域における連携促進

デュアルユース技術の研究開発推進

デュアルユース技術に関する市場拡大

デュアルユース技術に関する連携促進

研究開発推進に向けた研究資材の確保

研究開発促進に向けた国際ルールメイキング

技術流出の防止

プログラム

科学技術・イノベーション
推進のための国際連携・
国際協調の展開

長期アウトカム3

科学技術・イノベーション
を活用した国際貢献

長期アウトカム4

人材交流での国際貢献 （ヒト）

研究での国際貢献 （モノ）

資金による国際貢献 （カネ）

国際的な資金循環 （カネ）

国際頭脳循環への参画 （ヒト）

科学技術インテリジェンス人材の配置 （ヒト）

学術的な国際連携・国際協調（モノ）

経済安全保障に係る技術力の強化

研究セキュリティ・研究インテグリティの強化

戦略的な国際連携・外交のための科学

科学のための戦略的な国際連携・協調の展開

③国家安全保障政策との有機的な連携

経済安全保障に係る技術力の強化経済安全保障に係る技術力の強化経済安全保障に係る技術力の強化経済安全保障に係る技術力の強化経済安全保障に係る技術力の強化経済安全保障に係る技術力の強化経済安全保障に係る技術力の強化5.経済安全保障に係る技術力の強化

研究セキュリティ・研究インテグリティの強化研究セキュリティ・研究インテグリティの強化5.研究セキュリティ・研究インテグリティの強化

戦略的な国際連携・外交のための科学戦略的な国際連携・外交のための科学8.戦略的な国際連携・外交のための科学

2.戦略的な国際頭脳循環の展開

科学のための戦略的な国際連携・協調の展開科学のための戦略的な国際連携・協調の展開科学のための戦略的な国際連携・協調の展開科学のための戦略的な国際連携・協調の展開科学のための戦略的な国際連携・協調の展開8.科学のための戦略的な国際連携・協調の展開

5.国家安全保障との有機的な連携
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目標、指標案（全体）

3.1 基本計画で設定する目標値・指標に関する調査

 Top10％補正論文数※１

方向性 指標（長期）

①未来の礎となる「科学」の再興

指標（短期）

 イノベーション実現企業率※３

②戦略的に重要な技術領域を策定し、
産業化に向けて一気通貫支援

 Kプログラムにおける研究開発ビジョンに基づく
採択課題・プロジェクト数（累積）※６

③国家安全保障政策との有機的な連携

④AI時代の新しい科学研究
（AI for Science）の追求

 研究時間（職務活動のうち、研究活動が占める
割合） ※２

32.2％
（2022年度）

 イノベーション活動実行企業率※４

54%（2021年-
2023年平均）

 安全保障技術研究推進制度の応募数※５

現
状

現
状

目
標

目
標

40%
（2035年度）

65%（2035年）

 AI活力ランキング(R&Dのみを抽出)※７  ICT技術に基づく研究方法の変革の進展についての
指数※８

3.3/10 pt
（2024年度）

現
状

目
標

4.5/10 pt 
(2035年度)

43件（2025年）現
状

目
標 100件（2035年）

7,011件
（2021-2023年平均、
世界13位）

36%（2021年–
2023年平均）

現
状

現
状

目
標

目
標

20,647件（2035年）
（指標設定時の３位の
数値に相当

50%（2035年）

8位（2023年）現
状

目
標 5位（2035年）

340件
（2025年度）

現
状

目
標

600件
（2035年度）

※１ 科学技術指標2025（NISTEP） ※２ 令和5年度大学等におけるフルタイム換算データに関する調査（文部科学省）
※３ 全国イノベーション調査（NISTEP） ※４ 全国イノベーション調査（NISTEP）
※５ 科学技術と安全保障に関する諸課題について（防衛省） ※６ 経済安全保障重要技術育成プログラム（JST, NEDO）
※７ National AI Vibrancy Rankings（スタンフォード大学HAI（Human-Centered Artificial Intelligence））
※８ 科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP）
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目標、指標案（未来の礎となる「科学」の再興）

3.1 基本計画で設定する目標値・指標に関する調査

計測対象重要事項 指標

研究力の抜本的強化

システム改革

①未来の礎となる
「科学」の再興

人材の好循環

理数教科を「楽しい」と思う児童・生徒数※５次世代の科学技術人材育成の強化

博士人材の育成・確保・活躍促進

研究支援人材の拡充
研究者１人当たりの高度専門人材数※7

優れた研究者の育成・確保・活躍促進 若手研究者の割合※３

人口 100 万人あたりの博士号取得者数※４

研究機器の共用化率※１

海外への国内研究者の派遣数※２

女性研究者の活躍促進

女性研究者の割合※8

研究機器・設備の共用の推進

国際頭脳循環の展開

20％（2021年度）現
状

目
標 40％（2035年度）

110,236人
（2023年度）

現
状

目
標

220,000人
（2035年度）

21.2％
（2022年度）

現
状

目
標 30 %（2035年度）

123人（2022年度）現
状

目
標 400人（2040年度）

小学校算数70％、理科
90％、中学校数学60％,
理科70%（2023年）

現
状

目
標

国際平均以上
（2031年）

0.05人（テクニシャ
ン）（2024年度）

現
状

目
標

0.1人（テクニシャン）
（2035年度）

18.5％（2024年）現
状

目
標 20%（2030年）

グローバルなアジェンダへの貢献

グローバル戦略・科学技
術外交

国際共著論文率※9

36.5%（2023年）現
状

目
標 50%（2035年）

海外への国内研究者の派遣数（再掲） ※２

110,236人
（2023年度）

現
状

目
標

220,000人
（2035度）

先端科学技術分野における
国際連携・協調の推進

※1 研究機器・設備の共用状況と教育研究系技術職員の調査結果（e-CSTI）
※2 国際研究交流の概況（文部科学省）
※3 学校教員統計調査（令和4年度）（文部科学省）
※4、※7、※8，※9 科学技術指標2025（NISTEP）
※6 World University Rankings 2026（Times Higher Education）
※5 国際数学・理科教育動向調査（TIMSS2023）（国立教育政策研究所）

大学ランキング※６
100位以内に2校
（2026）

現
状

目
標

100位以内に5校以上
（2035）

大学のシステム改革
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目標、指標案（戦略的に重要な技術領域を策定し、産業化に向けて一気通貫支援）

3.1 基本計画で設定する目標値・指標に関する調査

地域イノベーションの推進

アジア最大のスタートアッ
プ・エコシステムの形成

知財・国際標準化戦略の
推進

海外から日本のスタートアップへの投資額※１スタートアップのグローバル展開

スタートアップ・エコシステム拠点都市数※２スタートアップ・エコシステム拠点都市
の形成

PCT国際特許出願数※３知的財産活動の推進

②戦略的に重要な
技術領域を策定し、
産業化に向けて一気

通貫支援

研究開発の拡大
重要技術領域の選定と
全政府的な一気通貫支
援

政府研究開発投資※４

計測対象重要事項 指標

●●億円（●●年
度）

現
状

目
標

●●億円（●●年
度）

48,396件
（2024年）

現
状

目
標

5万件程度
（2030年）

13（第2期、2025
年）

現
状

目
標

現状と同規模
（2030年）

721億円
（2024年）

現
状

目
標

1,000億円程度
（2030年）

※1 Japan Startup Finance 2024（株式会社ユーザベース）
※2 第２期スタートアップ・エコシステム拠点都市の選定について（内閣府）
※3 特許行政年次報告書2024年版（特許庁）
※4 科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP）
※5 科学技術研究調査（総務省）
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目標、指標案（国家安全保障政策との有機的な連携）

3.1 基本計画で設定する目標値・指標に関する調査

重要技術の流出防止

③国家安全保障政
策との有機的な連携

計測対象重要事項 指標

国家安全保障を
踏まえた取組み

研究セキュリティ・
研究インテグリティの強化

経済安全保障に係る
技術力の強化

安全保障技術研究推進制度の応募数（再掲）※１

340件
（2025年度）

現
状

目
標

600件
（2035年度）

Kプログラムにおける研究開発ビジョンに基づく
採択課題・プロジェクト数（累積）（再掲） ※２

43件（2025年）現
状

目
標 100件（2035年）

経済安全保障上の重要技術の
研究開発の推進

安全保障関連の研究開発に
関する考え方の検討

非公開特許に関する保全指定件数※３

0件（2024年度）現
状

目
標

一定数の
実績を実現※４

※４ 現状0件であるため、現段階では目標設定が困難※１ 科学技術と安全保障に関する諸課題について（防衛省）
※２ 経済安全保障重要技術育成プログラム（JST, NEDO）
※３ 特許出願の非公開に関する制度における実施状況（内閣府, 特許庁）
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目標、指標案（AI時代の新しい科学研究（AI for Science）の追求）

3.1 基本計画で設定する目標値・指標に関する調査

計測対象重要事項 指標

※１ 科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP）  ※２ 数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度（文部科学省）

国際的なガバナンスの拡大

次世代情報基盤の構築 （情報基盤に関する指標） 

④AI時代の新しい科学
研究（AI for 
Science）の追求

自動・自立・遠隔化に
よる研究データ創出・
活用の高効率化

AI駆動型研究開発の
強化

情報通信基盤の強化

世界を先導する戦略
的な産学・国際連携 （産学・国際連携に関する指標） 

ICT技術革新に基づく研究方法
の変革

ICT技術に基づく研究方法の変革の進展についての指
数※１ （再掲）

現
状

目
標

3.3/10 pt
（2024年度）

現
状

目
標

4.5/10 pt 
(2035年度)

AI人材育成 大学・研究機関単位でのAI教育・プログラム数 ※２

2025年
リテラシー:592件
応用基礎:366件

現
状

目
標

2035年
リテラシー:1000件
応用基礎:800件

現
状

目
標
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各国の研究開発投資目標

3.2 日本及び諸外国における研究開発投資目標

 第７期基本計画における研究開発投資目標の検討に資するため、主要10か国・地域 （日本、EUを

含む）について、どのような目標値が定められているかについて、その根拠文書と共に調査を実施

国・

地域

研究開発の対

GDP比

（2023）※1

政府負担

研究開発費の

対GDP比
※1

政府・科技イノベ

関連予算※2

研究開発投資目標 計画期間

（年度）
出所官民計GDP比 政府研究開発投資目標

日本 3.56%**
0.55％

（2023）

9.5兆円

（2023）
4.0% 約30兆円（5年間） 2021-2025

第6期科学技術・イノベーション基本計画（2021-2025年）

統合イノベーション戦略2021（2021年6月18日閣議決定）

米国 3.45%*
0.65％*

（2023）

28.2兆円

（2023）
ー 投資目標設定なし ー

EU 2.13%
0.65％

（2021）

19.4兆円※3

（2023）
3.0％（2030）

1.25%

（対GDP比、2030）
2021-2030

欧州研究・イノベーション協定（2021）

ERA戦略文書（2024年10月）

英国
2.80%

（2022）

0.51%

（2022）

2.1兆円※3

（2021）
2.4%（2027）

年間220億ポンド

（2024/25までに）

2020-

2027

英国研究開発ロードマップ（2020年7月）

フランス 2.19%*
0.71%*

（2022）
2.9兆円（2023） 3.0%（2030）

2020年比35％以上増

（2030）、10年間で

250億ユーロの追加投

資

2021-2030

複数年研究計画法（2021-2030年）

ドイツ 3.11%*
0.92％*

（2021）
6.9兆円（2023） 3.5%（2025） 投資目標設定なし 2018-2025

ハイテク戦略2025

Hightech Agenda Deutschland（2025年7月閣議決定）

フィンランド 3.09%
0.77%

（2022）
0.4兆円（2023） 4.0%（2030）

1.33%（対GDP比、

2030）、2030年まで

毎年2.8憶ユーロを追

加投資

2024-

2030

研究開発資金の複数年計画（2024-2030年）

研究開発資金法（1092/2022）

イスラエル 6.35%
0.42％

（2022）
0.4兆円（2023） ー 投資目標設定なし ー

中国 2.58%
0.44％

（2023）

23.8兆円※4

（2023）

年平均7％以上の

成長
投資目標設定なし

2016-2030

2021-2025

国家イノベーション駆動発展戦略綱要（2016-2030年）

第14次五か年計画（2021-2025年）

韓国 4.96%*
1.13％*

（2023）
3.4兆円（2023） ー

5％（政府総支出比）、

5年間で170兆ウォン

2023-

2027

第5次科学技術基本計画（2023-2027年）

第１次国家研究開発中長期投資戦略
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各国の研究開発投資目標

3.2 日本及び諸外国における研究開発投資目標

 前頁出所
- *  暫定値 **  科学技術研究調査（2025年12月時点）である。
- ※1 OECD, Main Science and Technology Indicator,  2025年9月11日アクセス。ただし日本は、科学技術研究調査（2025年12

月時点）の2023年度の値。
- ※2 OECD, Government Allocations for R&D (GBARD),  2025年9月11日アクセス（IMF, International Financial 

Statistics,  2025年9月ダウンロード にて円換算）
- ※3 Eurostat,  Government budget al locations for R&D (GBARD),  2025年9月11日アクセス
- ※4 中国国家統計局、科学技術部、財政部、2023年国家科学技術資金統計速報, 2025年9月11日アクセス
- 出所）内閣府「第6期科学技術・イノベーション基本計画」https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/6honbun.pdf、2025年9

月11日アクセス
- 内閣府「統合イノベーション戦略2021」

https/www8.cao.go.jp/cstp/tougosenryaku/togo2021_honbun.pdfw8.cao.go.jp/cstp/tougosenryaku/togo20
21_honbun.pdf、2025年9月11日アクセス

- EU「欧州研究・イノベーション協定」、https://eur-lex.europa.eu/eli/reco/2021/2122/oj/eng、2025年9月11日アクセス
- EU「ERA戦略文書」https://european-research-area.ec.europa.eu/sites/default/f i les/2024-

10/COM_2024_490_Implementation of the European Research Area %28ERA%29_22-20-2024.pdf、2025年9月
11日アクセス

- 英国「英国研究開発ロードマップ」https://www.gov.uk/government/publications/uk-research-and-development-
roadmap、2025年9月11日アクセス

- フランス「複数年研究計画法」https://www.enseignementsup-recherche.gouv.fr/si tes/default/f i les/2021-
09/dossier-de-presse-lpr-du-09-septembre-2020-12878.pdf、2025年9月11日アクセス

- ドイツ「ハイテク戦略２０２５」
https://www.bmftr.bund.de/SharedDocs/Publikationen/DE/FS/657232_Bericht_zur_Hightech-
Strategie_2025_en.pdf、2025年9月11日アクセス

- ドイツ「Hightech Agenda Deutschland」https://www.bundesregierung.de/breg-de/aktuelles/hightech-agenda-
deutschland-2366912、2025年9月11日アクセス

- フィンランド「研究開発資金の複数年計画」
https://julkaisut.valt ioneuvosto.f i/bitstream/handle/10024/165793/VN_2024_41.pdf?sequence=1&isAllow
ed=y、2025年9月11日アクセス

- フィンランド「研究開発資金法」https://www.treasuryfinland.f i/ investor-relations/sustainabi l i ty-and-finnish-
government-bonds/the-national-plan-to-raise-rd-funding/.2025年9月11日アクセス

- 中国「国家イノベーション駆動発展戦略綱要」https://spap.jst .go.jp/china/policy/downloads/aprc-fy2022-pd-chn02.pdf
（原典はhttps://www.most.gov.cn/szyw/yw/201605/t20160520_125675.html）、2025年9月11日アクセス

- 中国「第14次五か年計画」https://www.gov.cn/xinwen/2021-03/13/content_5592681.htm、2025年9月11日アクセス
- 韓国「第5次科学技術基本計画」https://spap.jst .go.jp/resource/pdf/aprc-fy2023-pd-kor02.pdf、2025年9月11日アクセス
- 韓国「１次国家研究開発 中長期投資戦略」https://spap.jst .go.jp/resource/pdf/aprc-fy2023-pd-kor03.pdf、2025年9月11

日アクセス
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 4.1 統合イノベーション戦略策定支援

 4.2 統合イノベーション戦略2025の英訳

4. 統合イノベーション戦略に関する支援
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 第７期基本計画でも取り扱うトピックについて、第7期基本計画答申素案「1．現状認識」に対応する

海外参考情報として、主要国におけるSTI政策の動向・取組に関する情報提供を行い、内閣府にお

ける検討を支援した。

統合イノベーション戦略策定支援

4.1 統合イノベーション戦略策定支援
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 統合イノベーション戦略2025の英訳を実施

 自動翻訳ツールと翻訳業者の併用、作成済みの日英辞書の活用で以下の英訳を実施した。

- 統合イノベーション戦略２０２5概要（パワーポイント形式）

- 統合イノベーション戦略2025本文（Word）

- 統合イノベーション戦略2025別添（Word）

統合イノベーション戦略2025の英訳

4.2 統合イノベーション戦略2025の英訳
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 5.1 基本計画における指標データの収集・更新

 5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等

5. 第６期基本計画の目標値・指標に関するモニタリン

グに関する調査
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全体像

5. 第６期基本計画の目標値・指標に関するモニタリングに関する調査

 第6期科学技術・イノベーション基本計画の進捗把握

4) 進捗状況の評価案作成2) ロジックチャートによる可視化1) 関連施策の進捗整理

①指標の更新および分析

3) 追加データの収集 ※指標外のデータや先行調査等

②11テーマの進捗評価案の作成および課題の整理

3)指標の分析2) 指標の可視化1) 指標の更新

「指標」の進捗整理

「施策」の進捗整理 「評価案（総括）」の作成

「追加データ」の収集整理

評価案作成で

考慮すべき

ポイント

施策が指標に

反映されるまでの

タイムラグの存在

施策と指標との間の

ロジックのギャップ

個別施策ではなく

施策群としての

評価の必要性

基本計画策定当時

からの環境の変化

同一指標内での

分野等の内訳

による結果の差
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指標データの更新・分析

5.1 基本計画における指標データの収集・更新

 第6期基本計画で設定された主要指標・参考指標について、情報源・データの存否、更新の必要性

の有無について確認し、公表情報又は内閣府からの提供情報を基に収集・更新を行った。

 情報源が不明確なものやデータが存在していない主要指標・参考指標については、情報源やデータ

の取得可能性について再検討を行った。

 収集・更新した指標データは、後述の基本計画の進捗状況の把握・評価において分析を行う基礎資

料とした。
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11テーマの進捗評価案の作成および課題の整理

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等

 第6期基本計画にある下表の11テーマについて、各テーマにおける指標データの状況および施策

の状況を整理し、それらを踏まえた総括（評価案）の作成を実施した。

 また、各テーマの状況をモニタリングするためのロジックチャートの更新を行った。

基本計画におけるテーマ 第6期基本計画での目次

1 サイバー空間とフィジカル空間の融合による新たな価値の創出 第2章１．（１）

2 地球規模課題の克服に向けた社会変革と非連続的イノベーションの推進 第2章１．（２）

3 レジリエントで安全・安心な社会の構築 第2章１．（３）

4 価値共創型の新たな産業を創出する基盤となるイノベーション・エコシステムの形成 第2章１．（４）

5 次世代に引き継ぐ基盤となる都市と地域づくり（スマートシティの展開） 第2章１．（５）

6 様々な社会問題を解決するための研究開発・社会実装の推進と総合知の活用 第2章１．（６）

7 多様で卓越した研究を生み出す環境の再構築 第2章２．（１）

8 新たな研究システムの構築（オープンサイエンスとデータ駆動型研究等の推進） 第2章２．（２）

9 大学改革の促進と戦略的経営に向けた機能拡張 第2章２．（３）

10 一人ひとりの多様な幸せと課題への挑戦を実現する教育・人材育成 第2章３．

11 知の価値の創出のための資金循環の活性化 第3章１．
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テーマ1｜サイバー空間とフィジカル空間の融合による新たな価値の創出

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等
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テーマ1｜サイバー空間とフィジカル空間の融合による新たな価値の創出

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析

あらゆる分野のあらゆる業務で
データ活用を前提とした業務変
革・デジタル化の徹底が進む

 デジタル社会の形成に関する司令塔として、2021年9月にデジタル庁が設置された。2021年６月に策定された「包括的

データ戦略」の下、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」に基づき、データ利活用環境の構築や、アナログ規制の見直し

を着実に推進している。

 「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」に基づき、データ流通や高度なＡＩの利用を支えるため、５G・光ファイバ等の整備、

データセンターの分散立地、地域デジタル基盤の整備等を推進している。

 「デジタルライフライン全国総合整備計画」及び「デジタルインフラ整備計画2030」が決定し、ハード・ソフト・ルールのデジタ

ルライフラインや、AI時代の新たなデジタルインフラ（高度通信インフラ等）の整備を推進している。

 「AIに関する暫定的な論点整理」及び「AI戦略 2022」に基づいた研究開発のほか、非地上系ネットワーク、地球観測衛星、

ポスト5G/Beyond5G、次世代半導体等に関する研究開発を実施している。

 数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度により、大学等における優れた教育プログラムの認定を実施するほか、

意欲ある大学・高等専門学校を支援し、デジタル等の成長分野をけん引する高度専門人材の育成を推進するなどしている。

 主要指標である、スタートアップや研究者を含めた誰もが分野間でデータを連携・接続できる環境の整備については、防災

分野及びスマートシティ分野において、進展が見られる。

 「ウラノス・エコシステム」等の、企業や業界、国境をまたいだデータ連携に関する取組を推進している。

 「プラットフォームにおけるデータ取扱いルールの実装ガイダンスver1.0」の策定・公表や、「情報信託機能の認定に係る指

針Ver3.0」の策定等により、データ連携基盤やパーソナルデータ流通等のルール実装を推進している。

 G7広島サミットにおいて承認された国際的な枠組み（IAP）の下でのプロジェクト推進、日EUデジタルパートナーシップや

日ASEANデジタルワークプラン2025などの国際連携を進め、DFFTを推進している。

司令塔と国家戦略の下でデ
ジタル社会の実現に取り組
む

全国津々浦々に次世代イン
フラとデータ・AI活用技術
が実装される

数理・データサイエンス・AI
の素養を備えた人材が育成
されている

官民でデータプラットフォー
ムが活用される

信頼性のあるデータ流通環
境の整備、セキュリティやプ
ライバシーの確保、公正な
ルール等の整備が図られる

分析項目 ダイナミックな好循環を生み出す社会への変革

総括

• 目標として掲げた防災分野、スマートシティ分野でのデータを連携・接続できる環境の整備については進展が見られる。
• デジタル庁を中心にデータ戦略の取組が着実に実施されるとともに、デジタルインフラの整備拡大、AIや通信分野における研究開発、

データプラットフォームの官民活用に向けた取組、デジタル分野の人材育成の強化、データ流通環境やルール整備などが着実に実施され
ている。
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テーマ2｜地球規模課題の克服に向けた社会変革と非連続的イノベーションの推進

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等
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テーマ2｜地球規模課題の克服に向けた社会変革と非連続的イノベーションの推進

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等

分析項目 カーボンニュートラルの実現

総括

• 温室効果ガス排出量は、目標に向けて順調に減少しているほか、ゼロカーボンシティの増加が見られる。一方で、日本の年平均気温は上昇
傾向にあり、極端な大雨の増加等による災害の激甚化の傾向。農林水産業、自然生態系など様々な分野で影響が深刻化。

• 脱炭素社会・カーボンニュートラル実現のため各種戦略が策定され、排出量取引制度整備や、革新的な技術開発、国際発信が推進される。国
民の理解醸成に向けた取組(デコ活)や、住宅・建築物のネット・ゼロ・エネルギー化に向けた支援等を通じて、産業・社会の構造転換を促進。

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析

経済と環境の好循環が生み出される

脱炭素社会・カーボンニュートラルが実現する  脱炭素社会・カーボンニュートラル実現に向けては、新たな削減目標（NDC）を含む地球温暖化対策計画を改定した。また、「脱炭素成長
型経済構造移行推進戦略(GX推進戦略)」を改訂し、「GX2040 ビジョン」が策定されたほか、排出量取引制度の整備に向けた「脱炭素
成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律及び資源の有効な利用の促進に関する法律の一部を改正する法律」が公布された。
これらの戦略や制度に基づき、グリーンイノベーション基金や革新的GX技術創出事業(GteX)、SIP、ムーンショット型研究開発制度に
よる研究開発が進んでいる。

 「みどりの食料システム戦略」に基づき、食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立に向けて、技術開発・普及や投資促進も含めた
「みどり GX 推進プラン(仮称)」の策定に向けた検討、「みどりの食料システム戦略実現技術開発・社会実装促進事業」等による研究開発
が進んでいる。

 グリーンイノベーション・サミットやRD20、日EUグリーン・アライアンス運用作業計画、「日ASEANみどり協力プラン」、産総研ゼロエ
ミッション国際共同開発センターでの国際共同研究等、国際的な共創活動も進展している。気候変動枠組条約COPでの国際発信も実施。

 次世代半導体や革新的触媒等の省エネ技術の研究開発や、再生可能エネルギー（次世代型太陽電池、洋上風力発電等）や原子力などの
脱炭素電源への転換などによる非化石エネルギー拡大に向けた研究開発を進めている。次世代のクリーンエネルギーとして期待される
フュージョンエネルギーについては、2030年代の発電実証に向けて、「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」を2025年６月に
改定。同戦略に基づき、ITER計画、BA(幅広いアプローチ)活動、DONES(核融合中性子源)計画、原型炉を見据えた基盤整備、ムーン
ショット型研究開発制度等を活用した独創的な新興技術の支援を推進。その他、革新型軽水炉、小型モジュール炉の研究開発を推進。

 気候予測シミュレーションを通じた高精度な気候予測データ創出、及び地球観測データ・気候予測データ等の地球環境ビッグデータを蓄
積・統合・解析・提供するデータプラットフォーム「データ統合・解析システム(DIAS)」の整備・運用を通じ、気候変動対策に資する研究開
発を推進。COP29にて、各種観測データと科学的知見を発信する情報センター(日本版GHG センター)の立ち上げ構想を紹介。

 国際標準・ルール形成（TCFD、CEREP、TNFD、ISO/TC323、循環性指標等）の取組を継続的に推進。

 ゼロカーボンシティ実現に向けた地域の気候変動対策基盤整備事業等の支援もあり、既に千を超える自治体がゼロカーボンシティを宣
言。脱炭素先行地域や脱炭素の基盤となる重点対策の全国実施等の脱炭素事業に意欲的に取り組む地方公共団体等を支援する地域脱
炭素推進交付金や、「スマートシティリファレンスアーキテクチャ（ホワイトペーパー）」、「スマートシティガイドブック」を通じた都市OS実
装とスマートシティ化促進等により、ゼロカーボンシティを含む地域脱炭素の加速化・全国展開を図る。

 社会インフラ設備の省エネ化・ゼロエミッション化に向けた取組や建設現場における省エネ化に向けた革新的な技術開発を推進するとと
もに、「ＧＸ建設機械認定制度」を通じたGX建設機械の普及を促進。

 国民・消費者の行動変容、ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ転換を強力に後押しのため「デコ活」（脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動）を推進。
住宅・建築物のネット・ゼロ・エネルギー化等に向けた技術開発・実証や支援を実施。

国際共同研究が推進される

サプライチェーン等が構築される

国内へのグリーン投資が呼び込まれる

企業活動の取組の見える化が促進される

積極的な国際発信が行われる

省エネルギーが徹底される

電化の促進と電力の脱炭素化が進む

革新的イノベーションが推進される

技術導入・社会実装が進む

国民のライフスタイルの脱炭素化が促
進される

ゼロカーボンシティが実現・拡大する

国民の理解が醸成される

制度・基準の検討が進む
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テーマ2｜地球規模課題の克服に向けた社会変革と非連続的イノベーションの推進

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等

分析項目 循環経済への移行を進めることによる環境問題の克服への貢献

総括

• 資源生産性や、循環型社会ビジネスの市場規模は目標に向けて順調に増加している。
• 循環経済の実現に向けて、プラスチックに関する高度なリサイクル技術等の研究開発や、環境負荷低減系コンクリートに関する実証事業を

推進。
• ネイチャーポジティブ経済移行戦略に基づき、生物多様性に係る研究や長期的モニタリング等、自然共生に向けた取り組みが進んでいる。

各地域における自立・分散型の社会形成に向けては、脱炭素先行地域の選定や、地域の生態系保全のための取組等も実施。

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析

経済と環境の好循環が生み出される

循環経済が実現する  回収されたプラスチックについて高度なリサイクルを促進する基盤技術や、排出・回収された廃製品に含まれる金属やプラスチッ

ク等の各種素材を最大限利用可能とする技術の開発等を実施している。また、海洋生分解性プラスチックに関しては、新たな技術

開発・素材開発に関しても研究支援を実施しつつ、日本提案に基づき、委員会原案・国際規格案が登録された。

 化石由来資源プラスチックを代替するバイオプラスチック等の再生可能資源（バイオマス・生分解性プラスチック等）に関する技術

開発や、環境負荷低減系コンクリートに関する社会実装に向けた実証事業を実施している。

 産官学が連携し、製造業などの動脈産業と廃棄物処理業などの静脈産業が連携した動静脈一体の資源循環を実現すべく、プラス

チックの循環経済の社会実装へ向けた研究開発をＳＩＰ第３期「サーキュラーエコノミーシステムの構築」により推進。

 脱炭素先行地域の選定、地域脱炭素の基盤となる重点対策の選定、地域脱炭素推進交付金による支援、地域脱炭素実現に向けた

中核人材の確保・育成に加え、大学や産業界横断的に「カーボンニュートラル達成に貢献する大学等コアリション」等を通じた研究

開発・人材育成に関する連携を推進。

 地域循環共生圏の創造を強力に推進するため、地域プラットフォームの構築、ローカルSDGs事業の創出に取り組む主体（自治体

や民間団体）に対する伴走支援や人材育成のためのセミナー、地域循環共生圏づくりの中間支援の担い手の育成・支援等が実施さ

れている。

 「ネイチャーポジティブ経済移行戦略」に基づき、生物多様性に係る研究や長期的なモニタリングなど、自然共生に向けた取組が推

進。「ネイチャーポジティブ経営推進プラットフォーム」の新設や、「ネイチャーポジティブとカーボンニュートラルの同時実現に向け

た再エネ推進技術等の評価・実証事業」を通じて、脱炭素技術やネイチャーポジティブに寄与する技術の開発・実証を推進。

 持続可能な地域づくりや国民のライフスタイル・ワークスタイルの転換に向けて、自家消費型太陽光発電･蓄電池の導入や、水素サ

プライチェーンの構築実証、地産地消型の再生可能エネルギーの導入（変動性再生可能エネルギーを効果的に活用する需要側での

需給調整力の向上に係る取組等）等が支援されている。

廃棄物の処理・適正管理

代替素材の開発等のイノベーション
が促進される

製品の長寿命化、資源の長期保
全・維持、廃棄物発生の最小化が
進む

分散型社会が実現する

各地域で自立・分散型の社会が
形成される

地域循環共生圏が創造される

持続可能な地域づくりや国民の
ライフスタイルの転換が促進さ
れる
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テーマ3｜レジリエントで安全・安心な社会の構築

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等
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テーマ3｜レジリエントで安全・安心な社会の構築

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等

分析項目 自然災害等への対応

総括

• 組織を超えた防災情報の相互流通を担うSIP4Dを核とした情報共有システムの都道府県・市町村への展開が進み、防災
チャットボットの運⽤地⽅公共団体数は目標（100以上、2023年）を達成した。

• データ駆動による気候変動対策に向けた研究開発や、次期静止気象衛星、センサーやレーダーに関する技術開発が進むほか、
衛星データやドローン撮影により被災状況を早期把握するなど、災害対応時の体制強化が進んでいる。また災害の早期検知に
向けて、観測体制の強化、高度化が進んでいる。

• 一方で、短時間強雨の年間発生回数が増加するなど、災害の激甚化の傾向にある。

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析

災害や事故に対する被害最小化や早期
の復旧・復興が図られる

 防災・減災に対する先端ICTの活用・整備については、国家プロジェクトの成果が継続的に活用されるといった進
展が見られる。例えば、SIP第1期（戦略的イノベーション創造プログラム）で開発された「基盤的防災情報流通ネット

ワーク（SIP4D）」は都道府県との連携が広がるとともに、その主要機能が2024年度から運用開始された「新総
合防災情報システム（SOBO-WEB）」に搭載された。

 地球観測衛星や陸域・海洋観測によるデータなどを統合・解析するシステム（DIAS）を利用した、データ駆動による
気候変動対策に向けた研究開発や、次期静止気象衛星や、センサーやレーダーに関する技術開発が進んでいる。さ

らに追加の施策として、ＡＩ技術を活用した実況監視・予測・防災気象情報の高度化に向けた検討を実施した。SIP
第3期「スマート防災ネットワークの構築」において、小型ＳＡＲ衛星等の多種多様なセンシングデータを用いたデー

タ統合基盤等の開発に取り組んでいるが、自治体や個人等の非常時の的確な行動に繋げるため、社会科学等の知
見を採り入れている。

 衛星データやドローン撮影により被災状況の早期把握するなど、災害対応時の体制強化が進んでいる。

 南海トラフ地震の想定震源域の西側における新たな海底地震津波観測網（N-net）の構築・運用や、2024年に設

置された火山調査研究推進本部の下での観測体制整備など、災害の早期検知に向けて観測体制の強化が進んでい
る。

先端ICTと人文・社会科学の知見を
活用した、研究開発や観測体制の
強化等を進め総合的な防災力が
発揮される

必要なインフラの建設・維持管理・
更新改良等が効率的に実施される

 UAVによる河川維持管理、砂防関係施設管理における画像取得等、公共事業における先端技術の実装に加え、イ

ンフラ分野のデータ連携型プラットフォームの構築（SIP第3期「スマートインフラマネジメントシステムの構築」等）

が推進されている。

 インフラ分野のDXアクションプラン（2023 年８月、改定）に基づき、ＡＩを活用したインフラ施設管理の促進や、3

次元データ活用環境の整備が行われるなど、国土強靭化に向けた効率的なインフラマネジメントに関する取組が着
実に実施されている。
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テーマ3｜レジリエントで安全・安心な社会の構築

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等

分析項目 総合的な安全保障上の取組

総括

• サイバーセキュリティ情報を国内で収集・⽣成・提供するためのシステム基盤、感染症に係る情報集約・分析・提供のためのシステムの強化

が図られ、目標を達成。一方で、企業・団体等におけるランサムウェア被害の報告件数や世界のサイバーセキュリティ市場規模は引き続き
増加。

• 経済安全保障上重要な先端技術について研究開発が進展されるとともに、新たなシンクタンクの設立に向けた準備が進んでいる。

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析

様々な脅威に対する総合的な安全保障を実現する

サイバー攻撃の情勢変化に
追従・適応する能力が強化さ
れる

 サイバー攻撃の情勢変化に対応するため、国家安全保障戦略（令和４年12月16日閣議決定）において内閣サイバーセキュ
リティセンター（ＮＩＳＣ）の発展的改組が求められ、令和7年7月、国家サイバー統括室（NCO）が設置された。

 サイバー分野での先端技術開発（経済安全保障重要技術育成プログラム（Kプログラム）等）や、2021年度に新設された
CYNEX（サイバーセキュリティネクサス）を拠点とした産学官連携が進められている。令和6年度においてはCYNEXには
新たに26組織が参画し、計92組織でサイバー攻撃情報の分析、セキュリティ製品検証、人材育成を実施。

 2021年度より感染症に係る情報集約・分析・提供のためのシステムを強化し、随時情報集約を実施している。2022年度
より、研究者の分析に基づくリスクコミュニケーションのための情報提供については、国立感染症研究所へのEOC（緊急時
対応センター）設置や国立健康危機管理研究機構の創設（2025年4月）等、平時からパンデミックに備えた体制づくりが
進められている。厚生労働省を中心に、感染症危機管理の専門人材の育成、感染症臨床研究ネットワークの構築、感染症
に関するインテリジェンス機能の強化等を実施。

 産官学の広範な協力を通じて、航空宇宙、量子技術、サイバーセキュリティ等の多様な分野における研究開発が積極的に
推進されている。例えば、「経済安全保障推進法」に基づき、経済安全保障重要技術育成プログラム（Kプログラム）では、経
済安全保障推進会議及び統合イノベーション戦略推進会議により決定した研究開発ビジョン第１次（2022年９月）、同第２
次（2023年８月、一部改定:2025年3月）における支援対象技術について、研究開発を推進している。

 重要技術分野の明確化等を行うことが期待される新たなシンクタンク機能については、2021年度からシンクタンク試行
事業により新たなシンクタンク機能を立ち上げ、2023年度には新たなシンクタンク機能に関する事務を行う担当室を内
閣府に設置。2023年4月の「安全・安心に関するシンクタンク設立準備検討会」による基本設計取りまとめ、同年12月か
らの運営ボード開催、2024年度からのシンクタンク機能育成事業などを通じてシンクタンク機能を強化した上で、2026
年度中のシンクタンクの設立を目指して、2025年度６月に公募を開始し、採択機関の決定に向けた手続きを実施。

 日本政府は、技術流出防止のため、企業等の参考となる技術流出防止ガイダンスを策定し、普及活動を行っている。また、
関連法制度を整備するとともに、大学、研究機関、企業等における管理体制の強化や意識啓発を進めている。さらに、研究
セキュリティ確保に向けたガイドライン策定や相談窓口の設置など、具体的な支援策を多方面で実施している。加えて、国
際連携や制度の見直しを通じて、経済安全保障上の重要技術の保護体制を強化している。

新たな生物学的脅威に対し、
発生の早期探知、流行状況の
把握・予防・制御、リスクコ
ミュニケーションへの対応が
強化される

産学官が連携し、分野横断的
に先端技術の研究開発が促
進される

重要技術分野が明確化され、
重点的な資源配分が行われ
る

適切な技術流出対策等が
実施される
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テーマ4｜価値共創型の新たな産業を創出する基盤となるイノベーション・エコシステムの形成

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等
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テーマ4｜価値共創型の新たな産業を創出する基盤となるイノベーション・エコシステムの形成

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等

分析項目 スタートアップが次々と⽣まれるエコシステムの形成

総括

• スタートアップ・エコシステム形成に向けた取組を通じて、スタートアップ等への支出、ユニコーン数、大学発スタートアップ、VC等による投
資額・件数は増加傾向にあり、スタートアップを創出する環境整備は進展が見られる。

• スタートアップ創出等の裾野拡大には成果が見られ、次のエコシステム形成の展開として、グローバル・スタートアップ・キャンパス構想の
推進やスタートアップ・エコシステム拠点都市の第２期開始等による、グローバルなスタートアップエコシステム形成に向けた取組が加速し
ている。

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析

スタートアップが次々と⽣まれるエコシステムが形成される、

スタートアップの世界展開が進み、海外からの投資が拡大する

オープンイノベーションにより大学等の研究開発成果が事業化される

⼈材育成や産学での共同研究を加速させる

イノベーション促進のた
めの制度⾯、政策⾯での

環境整備が行われる

 スタートアップ支援の全体像をまとめた「スタートアップ育成５か年計画」（2022年11月）の取りまとめ、2024年8月に策定した
基本方針の下でグローバル・スタートアップ・キャンパス（ＧＳＣ）構想が推進されるなど、スタートアップが次々と生まれるエコシス
テム形成のための環境整備が進んでいる。

 2021年度にSBIR制度が抜本拡充され、スタートアップへの支出が拡充された。ストックオプション税制等の税制改正も措置さ
れており、イノベーション促進のための制度面の環境整備が進んでいる。

 JSTに創設した大学発新産業創出基金をはじめ、ディープテック・スタートアップを中心とした大規模な資金支援や経営人材確保
の支援等が推進され、イノベーション創出を促進する環境整備が進んでいる。

 クロスアポイントメント制度や兼業等の活用促進、知財の活用・ガバナンス・資金支援等に係る取り組みが推進されている。
 スタートアップ育成に向けた公共調達の促進に向け、入札への参加要件の拡大や、スタートアップと行政とマッチングピッチの取

組等が実施。

ニーズプル型のイノベー
ションを創出される

産学官連携による新た
な価値共創が進む

 産学官連携に向けたガイドライン整備やマッチングの推進等により、産学官連携による研究開発成果が新たな付加価値を継続的
に創出する好循環の形成が進められている。

スタートアップ・エコシス
テム拠点都市の形成が
進む

 スタートアップ・エコシステム拠点都市の形成が進められ、各拠点では産学官のリソースを活用した起業支援や大学におけるアント
レプレナーシップ教育等が実施された。2025年6月には第２期スタートアップ・エコシステム拠点都市として、13の拠点都市（グ
ローバル拠点都市:８都市、NEXTグローバル拠点都市:５都市）が選定され、グローバルに成長する稼げるスタートアップの創出及
び海外エコシステムとのネットワーク構築にむけた取り組みが開始されている。

エコシステムを支える人
材育成が進む

 高校や高専、大学におけるアントレプレナーシップ教育の環境整備が拡充しており、また、博士人材の民間企業での活躍促進に向
けた施策も推進されており、エコシステムを支える人材育成に向けた施策が推進されている。
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テーマ5｜次世代に引き継ぐ基盤となる都市と地域づくり（スマートシティの展開）

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等
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テーマ5｜次世代に引き継ぐ基盤となる都市と地域づくり（スマートシティの展開）

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等

分析項目 スマートシティの展開

総括
• スマートシティの実装数や、スマートシティに取り組む地⽅公共団体及び⺠間企業・地域団体の数は順調に増加している。

• スマートシティリファレンスアーキテクチャや関連の標準仕様、セキュリティガイドラインの策定が進み、スマートシティ実装に向
けた環境整備が進展しつつあるほか、人材確保・育成や国際展開に係る取組も進んでいる。

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析

スマートシティが、相互に連携し、支え合うネットワーク
を形成するとともに、相互に好循環を生む

 主要指標である政府スマートシティ関連技術実装地域数（技術の実装や分野間でデータを連携・接続する自治

体・地域団体数）については、2022年度末に141地域に到達し、前倒しで目標値（2025年に100程度）を達

成した。

 スマートシティリファレンスアーキテクチャの作成による標準仕様の策定や、3D都市モデルの整備・活用・オー

プンデータ化プロジェクト「PLATEAU」による建築ＢＩＭ等の多様なデータとの連携などデータ整備が継続し

て行われている。

 スマートシティ構築におけるセキュリティを担保するため、「スマートシティセキュリティガイドライン第 3.0 版」

及び「スマートシティセキュリティガイドブック」を改定・公表されている。

 スマートシティの全国での計画的な実装に向けて、関係府省合同でスマートシティ関連事業・地域を選定してい

る。

 なお、参考指標の実態把握は進められており、スマートシティ連携事例数（都市OS※を介したデータ連携地域

数）については近年増加している。

※都市OS：スマートシティの構築のために、スマートシティを実現しようとする地域が共通的に活用する機能が集約され、スマート

シティで導入する様々な分野のサービスの導入を容易にさせることを実現する ITシステムの総称

 持続的なスマートシティの実現に向けて、スマートシティ構築を先導する人材像が明確化されるとともに、人材

育成プログラムが構築され始めており、こうしたプログラムの情報提供を実施中。また、人材確保・育成に関す
る先行事例の横展開につなげるため、スマートシティガイドブックに事例を掲載した。

社会的価値、経済的価値、環境的価値等を高める
多様で持続可能な都市や地域が各地に形成される
様々な分野のオープンデータを活用した都市活
動の全体最適化が実現する
分野・企業横断のデータ連携、他都市・地域
への展開・連携を可能とする共通的なシステ
ムの導入、セキュリティ確保がなされ、創業し
やすい環境が創出される
リファレンスアーキテクチャの活用や知見の利
活用が行われ、新技術を活用したインフラ管
理手法や次世代のモビリティサービスの導入
が進む

市民が参画し、取組を先導する人材との協働に
より地域に根差した活動が活性化するまちづくり
が進む

日本のコンセプトが世界へ発信される  「⾃由で開かれたスマートシティ」のコンセプトについて、G20グローバル・スマートシティ・アライアンス等の国

際的な活動を通じて発信している。また、我が国が提案し発行されたISO規格「スマートコミュニティインフラ
の統合と運用のためのフレームワーク」の策定に続いて、「スマートシティリファレンスアーキテクチャ（ホワイト

ペーパー）」を基にした国際標準提案に係る取組を実施中である。

 ASEAN10カ国31都市を対象として、案件形成調査を実施した都市・中央政府数は26の目標値に対して累

積33件まで進捗している。ASEANスマートシティ・ネットワーク・ハイレベル会合において情報発信を継続し

ている他、海外展開に資する案件形成に向けた対応策の検討が引き続き行われている。

2025年大阪・関西万博でのSociety 5.0の姿を
世界に発信
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テーマ6｜様々な社会問題を解決するための研究開発・社会実装の推進と総合知の活用

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等
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テーマ6｜様々な社会問題を解決するための研究開発・社会実装の推進と総合知の活用

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等

分析項目 未来社会像とエビデンスに基づく戦略策定

総括
• 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第3期やムーンショット型研究開発制度など、社会課題解決に向けたミッションオリ

エンテッド型の研究や、その成果の社会実装を加速させる各種施策が推進されている。
• 総合知については周知啓発活動に取り組んでおり、昨今では、大学や企業による総合知に関する取組も見え始めている。

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析

社会課題解決に向けたミッションオリエン
テッド型研究開発とその成果の社会実装が進
む

 総合知に関するワークショップやシンポジウムの開催や、ポータルサイト、SNS等で基本的な考え方や活用事例

を社会に発信する等、広く周知活動に努めている。なお、2023年から研究者対象の総合知に関する調査を実

施しており、理解度は53%であった。

 SIP第3期14 課題にて、技術開発、事業、制度、社会的受容性及び人材の視点から、社会実装に向けてプログ

ラムを推進している。また、SIP第3期の成果の社会実装に向けて、ワーキンググループにおいて総合知の活用

について、点検・整理を継続している。

 「BRIDGE」にて、SIP第2期の研究開発成果の社会実装を加速させる取組の推進、CSTIが設定した課題につ

いて各省庁施策によりイノベーション化を推進している。

 優れた基礎研究の成果からPOCに至るまでの研究開発の推進（未来社会創造事業）や、企業や地方自治体・市

民等の多様なステークホルダーを巻き込んだ産学官共創を促進する公募型研究事業（共創の場形成支援プロ

グラム）等を実施等、未来の在りたい社会像からのバックキャスト型の研究開発等を推進する産学官連携拠点

形成の支援を通じた連携強化により総合知の積極的な活用を推進している。

 「世界企業時価総額ランキング」トップ100社に含まれる日本の企業数、及び「IMD世界競争力ランキング」に

みる日本の順位はいずれも低下している。

総合知を活用した未来社会像が作成さ
れる

国・府省・実施機関等の戦略をエビデンス
に基づき体系的・整合的に⽴案する

 内閣府において研究開発動向の分析ツールを開発し、エビデンスシステム（e-CSTI）等を活用し、論文、研究資

金等の定量分析や専門家の知見を踏まえた重要科学技術の俯瞰分析を実施。俯瞰分析結果の時期については、

次期基本計画の策定に向けた検討にも活用。
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テーマ6｜様々な社会問題を解決するための研究開発・社会実装の推進と総合知の活用

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等

分析項目 標準の戦略的・国際的な活⽤

総括

• 研究開発とSociety5.0との橋渡しプログラム（BRIDGE）において、国際市場獲得等を促進する標準活用施策の加速化の支
援が、着実に実施されている。

• 政府の研究開発プロジェクトにおいて民間企業による国際標準の戦略的活用を担保する仕組みが導入されつつあるほか、
2024年５月より、「国際標準戦略」の策定に向けた検討が開始された。

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析

先進的な技術の社会実装が加速する

 SIP第3期においては、技術開発、事業、制度、社会的受容性及び人材の５つの視点から必要な取組を抽出するととも

に、各視点の成熟度レベルを用いてロードマップを作成し、府省連携、産学官連携により、課題を推進している。

 SIP第2期での成果等を踏まえ「BRIDGE」で革新技術による社会課題解決や新事業創出の推進につながる「重点課

題」を設定する等、研究開発成果の社会実装を加速させる取組が進められている。

日本企業が海外展開促進及び国際市
場を獲得する

 BRIDGEの標準活用加速化支援事業（システム改革型）における支援は、2024年度は24件と、着実に実施されてい

る。

 政府の研究開発プロジェクトにおいて民間企業による国際標準の戦略的活用を担保する仕組み（社会実装、国際競争

力を確保するため、社会実装戦略、国際競争戦略、国際標準戦略の明確な提示と達成に向けた企業経営層のコミット

メントを求める事業運営、フォローアップを行う等）を、グリーンイノベーション基金事業、革新的情報通信技術

（Beyond 5G（６Ｇ））基金事業等で先行的に導入されている。

 日本産業標準調査会総合政策部会において令和5年にとりまとめた「日本型標準加速化モデル」の実現に向けた取組

のフォローアップを実施している。

 知的財産本部構想委員会の下に、国際標準戦略部会が設置され、我が国としての総合的な国際標準戦略として「新た

な国際標準戦略」が2025年6月に策定。戦略領域、民間企業の行動変容促進、人材育成やエコシステム整備等に係る

官民の国際標準化の取組を強化。

 また、民間による国際標準戦略活動等を支援する有識者の人材ネットワーク体制やアドバイザリ体制の整備を推進し

ている。

政府や企業において標準を戦略
的・国際的に活⽤する
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テーマ6｜様々な社会問題を解決するための研究開発・社会実装の推進と総合知の活用

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等

分析項目 科学技術外交の戦略的な推進

総括
主要指標「科学技術国際協力ネットワークの戦略的構築」について、被引用数Top１％補正論文数中の国際共著論文数の割合は増加傾
向にある。研究セキュリティ・インテグリティの原則の作成等の我が国の貢献を始めとして、国際協力に向けた各種の施策は実施されている。

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析

外交を通じたSTIにおける国際協力が促進
される

 被引用数Top１％補正論文数中の国際共著論文数の割合は増加傾向にある。

 科学技術外交を戦略的に推進するために担い手となる人材に主眼をおいた取組が各種実施されている。

例えば、先端科学技術分野における欧米等先進国との国際共同研究の戦略的な支援（先端国際共同研究推進事業／プ

ログラム）が実施されている。ASEAN諸国との間では、「日ASEAN科学技術・イノベーション協働連携事業」により、国

際共同研究、研究人材交流・育成等や、「世界トップレベル研究拠点プログラム（ＷＰＩ）」等による海外から研究者を呼び

込む国際頭脳循環の拠点形成が実施されている。さらに、我が国の学生の海外派遣の拡大、優秀な外国人留学生の戦

略的な受入れ及び留学生交流の基盤となる大学の国際化等も実施されている。

 研究インテグリティ・研究セキュリティに関しては、G7の情報共有プラットフォームの運用（バーチャルアカデミー）の運

用、国内ユーザ登録の推進やプラットフォームを通じた情報共有等に貢献した。大学、研究機関等において、研究インテ

グリティに係る適切な理解を促す取組、利益相反・責務相反に関する規程の整備、組織体制の整備について取組が進ん

でいる。引き続き、研究インテグリティの確保に向け、リスクマネジメントの規程等の整備、報告された情報の事実関係

を客観的に確認する仕組みの整備、リスクが顕在化する前に対処する仕組みの整備も促進している。

 国際機関の幹部ポスト獲得に戦略的に取り組むため、関係省庁連絡会議を通じて関係省庁の連携が強化されている。

 外務大臣科技顧問ネットワーク（FMSTAN）会合、政府科学助言のための国際ネットワーク（INGSA）国際会議、STS

フォーラム年次総会に参加し、各国科学技術顧問等と議論を実施している。また、積極的な科学技術外交推進のための

在外公館の体制・機能を強化している。

 G7科学技術大臣会合、Ｇ20 研究・イノベーション大臣会合、OECDCSTP閣僚級会合等に出席し、多国間枠組みを活

用した科学技術外交を推進。G7各WGにおいてオープンサイエンス等の取組を推進するとともに、科学コミュニケー

ションＷＧの付託事項書に合意し、活動を開始している。

トップ研究者が輩出され、優秀な人材が
引き付けられる

研究インテグリティの自律的確保が促進
される

科学技術外交を通じた経済安全保障の強
化、経済成長が促進される

我が国の国際競争⼒が維持・強化される

STIを活用した国家間関係が向上する

Society 5.0の共通理解が促進される

価値観を共有する国とのネットワー
クが強化される
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5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等
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テーマ7｜多様で卓越した研究を生み出す環境の再構築

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等

分析項目 優秀な若者の博士後期課程への進学

総括
• 4つの主要指標のうち、①生活費相当額程度を受給する博士後期課程学生数の割合は増加傾向にあるが、②博士課程後期学生
修了後の産業界の採用者数、③若手（40歳未満）の大学本務教員の数・割合、④35歳～39歳のテニュア教員の割合は低調。

• 博士課程学生への経済支援、産業界への就職の促進、若手研究者ポスト等の施策が推進されている。

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析

優秀な若者が、誇りを持ち博士後期課
程に進学し、挑戦に踏み出す  2021年度より博士後期課程学生に対しての支援を拡充し、2024年度は約20,400人規模の生活費相当額の支援を

行っている。うち、「次世代研究者挑戦的研究プログラム（SPRING）」では合計約 10,800 人の博士後期課程学生に

対して支援する等、博士課程への進学に対する経済的な不安を払拭する取組を実施している。

 大学ファンドからの博士課程学生への支援については、大学ファンドの運用益の範囲内で、当面の間は 200 億円程度

（約 7,000 人）とする方針が決定（2022年11月）。

 なお、人口100万人当たりの博士号取得者数は123人と微増である。

優秀な若者が、博士後期課程に経
済的な心配をしない

優秀な若者が、博士後期課程進学
後の将来の活躍に展望が描ける
状況となる

 博士課程後期学生修了後の産業界の採用者数はほぼ横ばいである。

 産業界へのキャリアパスの拡大のための施策として、大学支援フォーラムPEAKSのWG内でのアクションプランのとり

まとめとプラットフォームの設置、長期有給インターンシップ（ジョブ型研究インターンシップ推進協議会）、「博士人材の

民間企業における活躍促進に向けた検討会」にて、博士人材の民間企業での活躍を促進するために、大学や企業におけ

る有効な取組についてまとめたガイドブック及び、企業で働く博士人材のロールモデル事例集の策定、等を実施してい

る。また、「官民による若手研究者発掘支援事業」にて企業の博士号取得を目指す若手研究者が実施する共同研究への

支援を開始している。

 アカデミアへのキャリアに対する施策としては、若手研究者の安定したポストの拡充として、人事給与マネジメント改革

等を考慮した運営費交付金の配分、「卓越研究員事業」による支援等が実施されているが、若手研究者の活躍促進に向

けた施策の充実のため、現行事業の見直しも含めて検討をするとしている。
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テーマ7｜多様で卓越した研究を生み出す環境の再構築

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等

分析項目 厚みのある基礎研究・学術研究の推進

総括
• 大学の基盤的経費の充実、競争的資金の改革、研究や周辺環境整備の改善、「切れ目のない支援」には効果的なファンディング

実施のための各種戦略や施策が推進されている。なお、本項目は主要指標の目標設定はなされていない。

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析

多様で卓越した研究成果に繋がる、厚
みのある研究が進む

 基礎研究・学術研究の振興に関しては、例えば、国立大学・私立大学の基盤的経費である国立大学法人運営費交付金及

び私立大学等経常費補助金においてメリハリある資金配分を実施し、特色を生かして改革に取り組む大学等を重点的

に支援している。科学研究費助成事業（科研費）については、「基盤研究(A)～(C)」に「研究課題の国際性」の評定要素

を導入し、国際性の評価が高い採択課題への重点配分や、国際性の高い研究に取り組む若手研究者の研究機会を拡大

する「国際・若手支援強化枠」を創設するなど、我が国の研究力・国際性の向上を図る取組が進められている。

 「創発的研究支援事業」は独立前後の研究者を対象に、安定した研究資金と研究時間の確保により研究に専念できる

環境を提供している。

 先端的な大型施設・設備等の整備・活用を推進している。例えば、3GeV 高輝度放射光施設（NanoTerasu）は利用環

境のDXも含め整備が進捗し、共用を開始している。また、SPring-8/SACLAについて老朽化対策、膨大なデータの

取得・圧縮・伝達が可能となるデータセンターの利用者への本格提供を開始した。SPring-8では、現行の100倍の輝

度をもつ世界最高峰の放射光施設を目指し、高精度なデータが短時間で取得可能となる高度化に着手している。

 「学際領域展開ハブ形成プログラム」において、組織・分野の枠を超えた新たな学際研究領域のネットワーク形成を促進

している。

 戦略的創造研究推進事業において、若手への重点支援と優れた研究者への切れ目ない支援を推進し、新興・融合領域

の開拓につながる戦略目標、研究領域を設定し、幅広い分野の融合に資する基礎研究を推進している。また、人文・社

会科学分野を含めた新興・融合領域の開拓・推進につながる戦略目標や研究領域の設定等、競争的研究費改革が着実

に進められている。基礎研究・学術研究から、研究者への
切れ目のない支援を含め、多様で創発
的な研究を促進する
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5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等

分析項目 ダイバーシティの確保、研究時間の確保、知の交流

総括
• 主要指標のうち、①大学教員の学内事務等の割合は微増傾向、②大学における女性研究者の新規採用割合は基準年と比較し

全分野で増加、③教授等、学長・副学長に占める女性割合はいずれも増加傾向。
• 研究人材の多様性確保のため、各種取組・施策が推進されている。

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析

多様な研究者が、多様な主体と活発な知的

交流を図り、研究の多様性が進む

 大学教員の学内事務等の割合は微増している。

 研究者の研究活動を確保する施策としては、高度専門職人材（URA及び技術職員）の体制整備、「マネジメント改

革に関するガイドライン（追補版）」での優良事例公表、技術職員育成・活躍促進に係る先行事例の抽出（「コアファ

シリティ構築支援プログラム）、全国の大学等で技術職員の育成や促進の推進、技術職員の処遇等に関する実態

把握等、研究設備・機器の共用に関する貢献の可視化等の取組が進められている。

 大学の女性研究者の新規採用割合、大学の教授等に占める女性割合は増加している。

 女性研究者の活躍を促進する施策としては、「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ」事業において、女性研

究者の研究力向上を通じたリーダーの育成を一体的に推進する大学等の取組が支援されている。また、競争的研

究費等の関係府省の申合せに基づきライフイベント等に配慮、男女の研究者が共に働きやすい研究環境の整備に

関する取組が進められている。国立大学での女性研究者等多様な人材による教員組織の構築に向けた取組や女

子生徒の理工系学部への進学を促進する取組等を評価し、運営費交付金において重点的に支援を実施している。

 女子中高生の理工系分野の進路選択の促進として、オンラインシンポジウムや、ロールモデルを派遣した出前授業

等を実施している。

研究人材の多様性が確保される

多くの研究者が、海外研さん・海外経験

を積み、海外研究者とのネットワークを

構築する

 国際連携を推進し、国際頭脳循環を促進するため、例えば、先端国際共同研究推進事業／プログラム（ＡＳＰＩＲ

Ｅ）」により、先端科学技術分野における欧米等先進国との国際共同研究の戦略的な支援を通じて、国際科学トッ

プサークルへの研究者の参画を促進するとともに、若手研究者の交流・ネットワークを強化している。
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テーマ8｜新たな研究システムの構築（オープンサイエンスとデータ駆動型研究等の推進）

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等
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テーマ8｜新たな研究システムの構築（オープンサイエンスとデータ駆動型研究等の推進）

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等

分析項目 データ駆動型研究等の高付加価値な研究の加速

総括

• 主要指標である「データポリシーの策定率」は増加傾向にあり、国立研究開発法人・大学共同利用機関法人では100%を達

成したが、国立大学では63%（2024年５月時点）にとどまっている。「公募型研究資金の新規公募におけるデータマネジメ

ントプランとこれと連動したメタデータ付与等の仕組みの導入率」は横ばいで推移しており、目標は未達成。

• データ駆動型研究等の推進に向け、研究データのプラットフォームやネットワーク、計算資源等の研究基盤の整備に加え、研

究データの管理・利活用を推進する環境整備が進められつつある。なお、国立大学における、研究設備・機器の共用化は微増。
対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析

データ駆動型研究等の高付加価値な研究が加速する

オープン・アンド・クローズ戦略に基づ
いた研究データの管理・利活用を進め
る環境が整備される

 主要指標である「データポリシーの策定率」は、国立研究開発法人・大学共同利用機関法人では100%、国立大学法人では63%
（2024年５月時点）に。また、「公募型研究資金の新規公募分におけるデータマネジメントプラン及びこれと連動したメタデータ
の付与を行う仕組みの導入率」は目標値100％（2023年度の目標）には到達しておらず、導入率は77%（2024年度）に、
2023年度と比べて微減（-1%）であった。

 研究データの管理・利活用のため、我が国の中核的なプラットフォームである「研究データ基盤システム（NII Research Data 
Cloud）」のシステムの高度化等が図られている。「公的資金による研究データの管理・利活用に関する基本的な考え方」（2021
年4月）に基づき、研究機関ではデータポリシーの策定が行われ、内閣府においてはデータ有効事例の収集、周知を実施してい
る。また、ムーンショット型研究開発やSIP第3期においては、適切なデータマネジメントの観点も踏まえて研究開発が実施され
ている。

データ駆動型研究やＡＩ駆動型研究を
促進し、新たな研究手法を支える情報
科学技術の研究を進める

 マテリアル、ライフサイエンス（ゲノム、生物資源）、環境・エネルギー、海洋等において、データ駆動型研究の推進に向けたデータ
ベース構築や研究手法の探索、データの利活用推進が進められている。論文のオープンアクセス化については、2023年５月の
G7科学技術大臣会合を踏まえ、国内での方針検討が本格化し、2024年2月に学術論文等の即時オープンアクセスの実現に向
けた基本方針が決定される等、取組が進んでいる。

知的活動にまで踏み込んだ研究活動プロセスが改革される

ネットワーク、データインフラや計算資
源等の研究基盤が形成・維持・広く利活
用される

 スーパーコンピューター「富岳」の学術界・産業界との共用を推進するための取組が実施。2022年、全国の大学、研究機関等を
つなぐ超高速・大容量ネットワーク「SINET」を増強した。

 2021年度、「研究設備・機器の共用推進に向けたガイドライン」（文部科学省）の策定・公表、選考事例や課題の抽出を通じて、共
用化の取組を推進するほか、研究機関全体で、設備などを研究基盤として戦略的に導入・更新・共有する仕組みの強化（コアファ
シリティ構築支援プログラム）を実施。さらに「先端研究設備プラットフォームプログラム」により、先端的研究設備の遠隔化・自
動化とワンストップサービスで利便性向上を図り、データ管理ノウハウを蓄積する。

 大型放射光施設「SPring-８」、X線自由電子レーザー施設「SACLA」、3Gev高輝度放射光施設「NanoTerasu」、大強度陽子
加速器施設「J-PARC」の整備・共有が進められている。SPring-8の高度化に向けた取組が進んでいる。

大学等の共用施設・設備におけるス
マートラボ化の普及が推進される
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テーマ8｜新たな研究システムの構築（オープンサイエンスとデータ駆動型研究等の推進）

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等

分析項目 市民等の多様な主体が参画した研究活動の推進

総括
• 多様な主体が参画した研究活動に関する各種施策が実施されており、基本計画の進捗は概ね良好である。なお、主要指標は設

定されていない。

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析

市民等の多様な主体が参画した研究活動が行われる

 JSTによるサイエンスアゴラや地域連携企画、CHANCE構想等を通じて、多様な主体との対話・協
働（共創）の場が創出されている。また、JSTによるSTI for SDGsアワードやJSTサイエンスポータ
ルを通じた情報発信を通じ、好事例の可視化や他地域への水平展開、関心を引き出す取組が推進さ
れている。

 基本計画に記載されている「研究者単独では実現できない、多くのサンプルの収集や、科学実験の
実施など多くの市民の参画（１万人規模、2022 年度までの着手を想定）を見込むシチズンサイエン
スの研究プロジェクトの立ち上げ」に対応するものとして、2021年度、JST主催サイエンスアゴラ
2021において、「みんなで作って考えよう「１万人のシチズンサイエンス」プロジェクト」セッションが
開催されている。

多様な主体が研究活動に参画し活躍できる環境
が実現する

研究者とそれ以外の者での知の共有・融合を進
め、新たな形での価値創造を実現する環境整備
される
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5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等
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テーマ9｜大学改革の促進と戦略的経営に向けた機能拡張

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等

分析項目 多様で個性的な大学群の形成

総括

• 大学等における民間企業からの共同研究の受入額は増加傾向にある。大学のガバナンス改革や、規制緩和、世界と伍する研究
大学を構築するための大学ファンドの創設・運用、大学ファンドによる助成を行う国際卓越研究大学の認定、地域の中核大学
等への支援等が進められている。

• 国立大学法人の寄附金収入増加率は横ばいで、目標値と解離がある。関連施策としては、2024年度税制改正大綱により個人

寄付に係る税額控除の要件見直しが行われているところ、今後、施策による効果をモニタリングしていく必要がある。

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析

世界と伍する研究大学の成長が
促進される  主要指標である「大学等の民間企業からの共同研究の受入額」は一貫して増加しており、目標値である対2018年度比で

の増加率については、大学で50%増（2023年度）となっている。また、「国立大学法人の寄附金収入増加率」は、一部の大

学では目標を超える増加率を達成しているものの、国立大学全体の直近５年間における年平均増加率（2018年度～
2022年度）は1.5%であり、目標（2021年度から2025年度まで、年平均5％の増加）までには解離がある。

 国立大学法人の経営体への転換に向けては、2023年12月に改正国立大学法人法が成立し、多様な知見や実務経験を有
する者の参画する「運営方針会議」の設置が可能となった（政令で定める事業規模が大きい５法人は必置）ほか、国立大学
法人が長期借入金等を充てることのできる対象が拡大された。これら改正を受け、2024年7月には、「国立大学法人ガバ
ナンス・コード」を改訂、各法人が公表したガバナンス・コードへの適合状況等の報告を確認し、事例集を公表。

 大学の戦略的経営を支援する規制緩和としては、2024年度税制改正の大綱を受け、同年６月に国立大学法人等への個
人寄附の税額控除の対象を拡大する告示を公布・施行したほか、国立大学法人会計基準の改正により、中期目標期間を超
える繰越の際、運営方針会議を設置する法人において大臣の承認を不要とする大学運営基金制度の新設や新株予約権の
取得時・期末時の評価方法の簡素化に係る考え方の整理がなされた。

 世界と伍する研究大学を構築するため、2021年度末からJSTが大学ファンドの運用を開始し、2024年度末には運用資
産額が11兆円規模に到達。なお、2024年度の運用における実現損益は、＋2,560億円となった。2024年11月に大学
ファンドによる助成を行う国際卓越研究大学として東北大学を認定、現在第二期の審査を行っている。

 「地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ（総合振興パッケージ）」（2022年2月策定、2024年2月改定）に基づ
き、地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（J-PEAKS）において25大学を採択し、今後10年間を見据えた継続的な
支援が行われるなど、地域の中核大学や特定分野に強みを持つ大学への支援が促進されている。

 なお参考指標である、経常支出の成長率は、東京大学、京都大学、大阪大学、東北大学において近年は年1～2％程度で推
移している。

堅固な財政基盤が形成さ
れ、世界レベルの研究環境
や給与水準を実現する

地域創成のハブになる大学の成
長が促進される

地域や企業から大学への投
資が行われ、エコシステム
が形成される
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テーマ9｜大学改革の促進と戦略的経営に向けた機能拡張

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等

分析項目 国立研究開発法人の研究開発成果の最大化

総括
• 国立研究開発法人における民間企業からの共同研究の受入額は増加している。
• 国研の機能強化策の方向性が取りまとめられ、研究セキュリティ・研究インテグリティの強化等が推進されている。
• なお、世界の中で日本が高い影響力を持っている研究分野において、国立研究機関は高引用論文の割合が高い傾向にある。

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析

国立研究開発法⼈の研究開発成果が最
大化される  主要指標である国立研究開発法人の民間企業からの共同研究の受入額は増加傾向にある。目標値である対

2018年度比での増加率（大学等・国研併せて2025年度までに7割増）についてみると、国研は53%増
（2022年度）となっている。

 国立研究開発法人の機能強化に向けて、2024年3月に関係府省申合せとしてとりまとめられた「国立研究開発
法人の機能強化に向けた取組について」に基づき、柔軟な人事・給与の仕組みによる多様な人材の確保、各法人
の連携・協力による研究マネジメント人材等の育成、研究成果の知的財産の適切な管理、健全な研究推進の前提
となる研究セキュリティ・インテグリティの確保についてフォローアップを実施。特に特定国立研究開発法人につ
いては、次期中長期目標等において研究セキュリティ・インテグリティの取組確保について明記されている。

 研究成果の社会実装に向けて、産業技術総合研究所において、100%子会社のAIST Solutionsが2023年に
設立されるなど、外部法人設立の動きがある。

国立研究開発法⼈のミッション・
特性に応じた責務が果たされる

国立研究開発法⼈の財政基盤が
強化される
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テーマ10｜一人ひとりの多様な幸せと課題への挑戦を実現する教育・人材育成

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等
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テーマ10｜一人ひとりの多様な幸せと課題への挑戦を実現する教育・人材育成

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等

分析項目 好奇心に基づいた学びによる探究力の強化

総括
• 「小中学校段階における算数・数学・理科が「楽しい」と思う児童・生徒の割合」について、いずれも増加傾向である。最新は

2023年度のデータで、小学校算数、中学校の数学・理科について、国際平均を下回っている。STEAM教育の推進、SSH指定
校への支援、教育のDX化等の取組が推進されている。

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析

初等中等教育の段階から、好奇心
に基づいた学び（「探究力」を育成
する学び）を実現する

 主要指標である「小中学校段階における算数・数学・理科が「楽しい」と思う児童・生徒の割合」について、小学校では減少
傾向にある。国際水準を上回るのは小学生理科のみであった。

 好奇心に基づく学びについて、課題解決型学習や探求力育成に資するSTEAM教育等の多数の取組みが初等・中等段階
から推進されている。

 SSH指定校への支援として、大学や企業との連携等を行うコーディネーターの配置を実施、SSH指定校等が目指す方向
性及び期待される役割を示したSSHガイドラインの作成、SSHの成果を普及展開するため、一定の実績を有する高校等
の「認定枠」への指定等が行われている。

 初等中等教育向けに補助教材等のSTEAMコンテンツを提供するサイエンスティームの運用開始、初等・中等教育向け
STEAMライブラリーの運営、外部コンテンツとの連携、活用事例の創出・普及を推進。民間事業者と学校との協働による
教育コンテンツの実証、APIプロトタイプのデジタル庁での公開によるコード紐付けの促進等が図られている。

 競争的研究費を獲得した研究者や研究機関が子供たちにアウトリーチ活動をするインセンティブを付与していく取組が進
められている。

 教育のDX化については、令和４年度末以降、全国の義務教育学校における端末の整備率は１人１台以上となっており、現
在、ICT環境の一層の充実に向けて、端末の着実な更新や学校ネットワークの改善、次世代校務DXの環境整備等のため
の支援が行われている。教育現場のICT人材について、ICT支援員の配置目標を４校に１人としており、「学校のICT環境
整備３か年計画」に基づく地方財政措置が講じられているほか、効果的な活用の促進に向けた好事例の創出・展開が図ら
れている。

 教員の過剰な負担の軽減の実現に向けては、GIGAスクール構想の下での校務DXチェックリストに基づいた教育委員会
や学校の自己点検結果の公表、「統合型校務支援システム」や「次世代型の校務支援システム」の導入等による校務DXが
積極的に推進されている。

 外部リソース（優秀な人材・資源）の有効活用として、教員免許状を持たない外部の優秀な人材を活用する制度（特別非常
勤、特別免許状）の更なる促進等、学校以外の外部人材・資源の活用の取組が進められている。これらは、社会に開かれた
多様な学校教育を実現する方策であり、校務DX化と併せて教員の負担軽減にも資する可能性がある。

 なお参考指標は、概ね良好である。

学校教育と社会が連携し、
社会全体で学びを支える

政策的な連携（科学技術・
イノベーションと教育）を
戦略的に進める

個別最適で協働的な教育
を提供する

教師の過剰な負担の軽減
を実現する
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テーマ10｜一人ひとりの多様な幸せと課題への挑戦を実現する教育・人材育成

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等

分析項目 「やりたいこと」を見出し、それに向けた能力・資質の継続的な向上

総括

• 大学・専門学校等でのリカレント教育の社会人受講者数については、目標である100万人以上が受講し、キャリアコンサル

タントの数も増加傾向にある。

• 人材の流動性を促す拠点や環境整備、キャリアチェンジのための環境整備が進められているほか、リカレント教育推進につ

いて関係省庁間連携、補正予算による産学協働でのリカレント教育体制構築等、各種の政策や取組が進められている。

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析

社会全体としての「知」の循環が
促進される

 人材の流動性を促す取組として、地域産業界と国内外大学・機関との連携・協働するネットワーク（拠点）事業（ＷＷＬコン
ソーシアム構築支援事業）等が推進されている他、イノベーション人材育成のための方策（技術士PPD制度、博士人材、若

手研究者発掘支援等）、産学官連携ガイドライン説明会でのクロスアポイントメントの周知活動などが進められている。

 キャリア支援を行うための環境整備として、情報提供サイトの充実、キャリアコンサルタントの量と質の向上のための研修が

着実に進められている。

 社会人の学び直しについては、企業・高等教育機関に対するリカレント教育効果の取組指標の公表、関係省庁間での政策

連携や企業と高等教育機関の共同講座の設置などを実施した。また、企業による人への投資の促進については、社員への
教育訓練費を増やす取組へのインセンティブとして賃上げ促進税制要件の緩和が実施された。

 大学でのリカレント教育の実施状況に対して、運営費交付金の評価項目の1つに社会人学生比率による評価が盛り込まれ

る等の取組が進められている。また、補正予算にて、産学協働によるリカレント教育関連の施策も行われている（R05年度

補正予算「産業界の人材育成課題の把握と分析、教育プログラム仮説の設計等に関する調査研究」、R06年度補正予算「リ

カレント教育エコシステム構築支援事業」で産学官連携プラットフォームや産学協働体制の構築支援）。

 多様な主体との対話・協働（共創）の創出のため、JSTによるサイエンスアゴラを始め各種イベントが実施されている。多様
な主体の参画促進の環境整備については、JSTサイエンスポータルにおいて、科学技術リテラシー、リスクリテラシー向上の

記事、SDGsに関する記事の情報発信等が行われている。また、日本科学未来館が、多層的な科学技術コミュニケーション
の強化の実施と、科学技術コミュニケーターの育成・活動を支援している（展示制作、共創による研究活動の促進、多様な主

体の接続等）。

 国立高等専門学校において産業構造の変化に対応した分野（デジタル、AI、半導体等）での人材育成やイノベーション創出

により社会課題解決に貢献する人材の育成等を実施し、社会的要請が高い分野における人材育成機能を強化。実践的な技
術者育成に向けての教育の高度化が進められている。

 なお、参考指標は、「教育訓練休暇制度の導入割合」は減少、「キャリアコンサルタントの数」は増加している。

社会人段階で個人の能力が最大
限発揮される

個人の多様なニーズに応じた学
びが提供される

人々の人生や生活が豊かになる

兼業・副業・転職等を後押し
する

社会人の学び直しの機会を
拡充する

多様で質の高いリカレント教
育を受けることが可能な環境
を実現する

文/理系を超えた学びを活発
化させる

多様で個性的な知識基盤とし
ての大学群を整備する

高等専門学校の教育を高度
化する
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テーマ11｜知の価値の創出のための資金循環の活性化

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等
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テーマ11｜知の価値の創出のための資金循環の活性化

5.2 第6期基本計画における進捗総括評価案の作成等

分析項目 官民の研究開発投資の拡大

総括

• 第6期基本計画期間中における「科学技術関係予算」は目標（約30兆円）を達成した一方、官民合わせた研究開発投資（名目）は増加傾向
にあるが、目標（第6期基本計画中に約120兆円）と乖離が見られる。

• 10兆円規模の大学ファンドによる助成を行う国際卓越研究大学については、第一期公募を通じて東北大学が認定された。また、民間投資
促進に向け、税制改正やディープテック・スタートアップの評価・連携の手引きの周知が実施される他、インパクト投資市場確立に向けた議
論が進む。

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析

基礎研究への十分な投資が確保される  基礎研究への十分な投資確保に向けた主要指標「第6期基本計画期間中における『科学技術関係予算』」は、2025
年度当初予算までの合計で約40.5兆円となり、目標を達成している。官民合わせた研究開発投資総額については
拡大の兆しがあるが、2021年度から2025年度までの合計120兆円に対し、2023年度までの3年間で約62.5
兆円となっている。

 世界と伍する研究大学を構築するため、2021年度末からJSTが大学ファンドの運用を開始し、2022年度末には
運用元本が10兆円規模に到達。なお、2023年度の運用における実現損益は、＋1,167億円となった。大学ファン
ドによる助成を行う国際卓越研究大学については、第一期公募において2024年度に東北大学が認定されるほか、
第二期公募が開始している。

 なお、大学等及び国立研究開発法人における民間企業からの共同研究の受入額（総額）は、増加傾向にある。（テー
マ９参照）

政府の科学技術関係予算が着実に
確保される

大学ファンドを創設する

官民が連携・協力した国家的重要課題へ
の対応が強化される

産学共同研究を推進する

民間投資が促進される  研究開発投資を促進するため、研究開発税制においては、2023年度、控除上限や控除率、対象となる試験研究費
の範囲等を見直すとともに、オープンイノベーション型（大学やスタートアップ等と共同研究等を行う場合に、一般型
よりも高い控除率が適用される制度）において、対象となる研究開発型スタートアップの範囲の拡大等が実施され
た。

 また、民間による無形資産投資を促進するため、2024 年度、特許等の知的財産から生じる所得に減税措置を講じ
るイノベーション拠点税制 （イノベーションボックス税制）が創設された。2025年度からの制度開始に向けて、制度
の詳細設計を進めているところ。

 「グリーンファイナンスモデル事例創出事業」の実施や、インパクト投資の基本的な考え方等について共通理解を醸成
し、市場・実務の展開を図る観点から、「インパクト投資（インパクトファイナンス）に関する基本的指針」が策定・公表
された。

 なお、参考指標である、企業の能力開発投資を含む無形資産投資、ESG投資、インパクト投資のいずれも増加傾向に
ある。

民間投資を誘発する環境を整備す
る（研究開発税制、ＳＢＩＲ制度、政府
事業等のイノベーション化、研究成
果の公共調達の促進等）

持続可能性をビジネスの根幹に据
えた、イノベーションを創出する経営
を促進する
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6. 調査会等の開催支援
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基本計画専門調査会、評価専門調査会、付随する会議の開催支援

６． 調査会等の開催支援

 基本計画専門調査会、重要技術領域検討ＷＧ、評価専門調査会および大規模研究開発評価ＷＧの

補助として以下の業務を実施した。

- 開催日程調整

- 開催通知送付、出欠等確認

- 内閣府及び構成員の参加が可能なweb会議システムの用意、会議前の接続テスト等による通信環境の確保

- 出席者の机上札、飲料水等の用意

- 会場の設営・撤収

- 議事概要案の作成

- 構成員への謝金及び旅費支払
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６． 調査会等の開催支援

 会議支援を行った基本計画専門調査会ならび付随する会議は以下の通り。

回 日時 場所 議事

第5回

基本計画

専門調査会

2025年4月25日（金）

15:00–17:00

内閣府会議室

/オンラインの

ハイブリッド開催

1. イノベーション力の向上に向けて

2. 経済産業省 産業構造審議会イノベーション・環境分科会 イノベーショ

ン小委員会 中間とりまとめについて

第6回

基本計画

専門調査会

2025年5月22日（木）

10:00–12:00

内閣府会議室

/オンラインの

ハイブリッド開催

1. グローバル戦略の在り方について

2. 国立研究開発法人の役割について

3. 産業界からの提言

第7回

基本計画

専門調査会

2025年6月19日（木）

10:00–12:00

内閣府会議室

/オンラインの

ハイブリッド開催

1. 今後の大学改革の方向性について－大学研究力強化に向けた今後の

取組の全体像－

2. 中間取りまとめに向けた論点整理について

第８回

基本計画

専門調査会

2025年7月25日（金）

15:00–17:00

内閣府会議室

/オンラインの

ハイブリッド開催

1. 今後の科学技術人材政策の方向性（中間まとめ）について

2. 研究力の強化に関する学術界からの提言

3. 中間取りまとめに向けた論点整理について

第９回

基本計画

専門調査会

2025年9月18日（木）

10:00–12:00

内閣府会議室

/オンラインの

ハイブリッド開催

1. 第７期「科学技術・イノベーション基本計画」の論点
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６． 調査会等の開催支援

 会議支援を行った基本計画専門調査会ならび付随する会議は以下の通り。

回 日時 場所 議事

第１０回

基本計画

専門調査会

2025年11月27日（木）

14:00–16:00

内閣府会議室

/オンラインの

ハイブリッド開催

1. 「科学の再興」に関する有識者会議 検討状況について

2. 重要技術領域検討WG 検討状況について

3. 第７期「科学技術・イノベーション基本計画」 骨子（案）について

第11回

基本計画

専門調査会

2025年12月19日（金）

14:00–16:00

内閣府会議室

/オンラインの

ハイブリッド開催

1. 第7期「科学技術・イノベーション基本計画」素案に向けて

第12回

基本計画

専門調査会

2026年1月28日（水）-30

日（金）
書面開催 1. 第７期「科学技術・イノベーション基本計画」素案について

第１３回

基本計画

専門調査会

2026年3月16日（月） 書面開催 1. 第７期「科学技術・イノベーション基本計画」答申案について
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６． 調査会等の開催支援

 会議支援を行った基本計画専門調査会ならび付随する会議は以下の通り。

回 日時 場所 議事

重要技術領域検討

ワーキンググループ

（第１回）

2025年7月22日（火）

16:00–17:15

内閣府会議室

/オンラインの

ハイブリッド開催

1. 「重要技術領域検討ワーキンググループ」の設置について

2. 重要技術領域を巡る動向について

3. 今後の進め方について

重要技術領域検討

ワーキンググループ

（第2回）

2025年9月1日（月）

10:00–12:00

内閣府会議室

/オンラインの

ハイブリッド開催

1. 技術領域の俯瞰分析について

2. 有識者ヒアリング（ＡＩ）

3. 有識者ヒアリング（バイオ・ヘルスケア）

4. 産業界の考え方について

重要技術領域検討

ワーキンググループ

（第３回）

2025年9月16日（火）

9:30–10:40

内閣府会議室

/オンラインの

ハイブリッド開催

1. 有識者ヒアリング（宇宙）

2. 有識者ヒアリング（総合的観点）

重要技術領域検討

ワーキンググループ

（第4回）

2025年10月2日（木）

10:30–12:00

内閣府会議室

/オンラインの

ハイブリッド開催

1. 有識者ヒアリング（量子）

2. 有識者ヒアリング（半導体）

3. 有識者ヒアリング（総合的観点）

4. 重要技術領域について

重要技術領域検討

ワーキンググループ

（第5回）

2025年10月28日

（火）14:00–16:00

内閣府会議室

/オンラインの

ハイブリッド開催

1. 有識者ヒアリング（情報通信）

2. 有識者ヒアリング（フュージョンエネルギー）

3. 関係省庁ヒアリング（文部科学省）

4. 関係省庁ヒアリング（経済産業省）

5. 関係省庁ヒアリング（内閣府経済安全保障担当/内閣官房国家安全保障局）
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６． 調査会等の開催支援

 会議支援を行った基本計画専門調査会ならび付随する会議は以下の通り。

回 日時 場所 議事

重要技術領域検討

ワーキンググループ

（第6回）

2025年11月14日

（金）10:00–11:30

内閣府会議室

/オンラインの

ハイブリッド開催

1. 重要技術領域検討ワーキンググループ 取りまとめ（案）について

重要技術領域検討

ワーキンググループ

（第7回）

2025年11月26日

（水）
書面開催 1. 重要技術領域検討ワーキンググループ 取りまとめ（案）について
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６． 調査会等の開催支援

 会議支援を行った基本計画専門調査会ならび付随する会議は以下の通り。

回 日時 場所 議事

第１５６回

評価専門調査会

2025年10月9日（木）

11:10‐１2:00

内閣府会議室

/オンラインの

ハイブリッド開催

1. 福島国際研究教育機構の令和６年度業務実績に関する法人及び復興

庁へのヒアリングについて

2. 福島国際研究教育機構の令和６年度業務実績に関する主務大臣評価

（案）に対する総合科学技術・イノベーション会議の意見について

第１５7回

評価専門調査会

2025年12月3日（水）

14:00–16:00

内閣府会議室

/オンラインの

ハイブリッド開催

1. 第６期科学技術・イノベーション基本計画の総括について

第１５8回

評価専門調査会

2026年2月9日（月）

11:00–12:00

内閣府会議室

/オンラインの

ハイブリッド開催

1. 競争的な水素等サプライチェーン構築に向けた技術開発事業の中間

評価の検討について
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６． 調査会等の開催支援

 会議支援を行った基本計画専門調査会ならび付随する会議は以下の通り。

回 日 場所 議事

大規模研究開発評

価WG（令和7年度）

2025年12月4日（木）

17:30–18:00

内閣府会議室

/オンラインの

ハイブリッド開催

1. 大規模研究開発評価に係る中間評価ヒアリング：経産省「競争的な水

素等サプライチェーン構築に向けた技術 開発事業」
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